
事業
年度

自 平成30年5月1日 法人コード A005353

至 平成31年4月30日 法人名
公益財団法人中部圏社会経
済研究所

【別表Ａ(3)　第二段階・収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算】
　　（A(1)、A(2)の収支相償第二段階の審査の際に必要な、収益事業等の利益から公益目的事業財産への繰入額の計算に用いま
す。）　　収益事業等の利益の５０％を公益目的事業へ繰入れる場合は(１)を、５０％を超えて繰入れる場合は(２)を記載してください。

(１)　収益事業等の利益額の５０％を公益目的事業財産へ繰入れる場合

収益事業 その他事業
（相互扶助等事業）

正
味
財
産
増
減
計
算
書

収益事業等の経常収益の総額 1 円 1,900,000円

収益事業等の経常外収益の総額 2 円 円

収益事業等の収益総額(1欄＋2欄) 3 0円 1,900,000円

収益事業等の経常費用の総額 4 円 1,703,888円

収益事業等の経常外費用の総額 5 円 円

収益事業等の費用総額(4欄＋5欄) 6 0円 1,703,888円

収益事業等当期利益額(3欄－6欄) 7 0円 196,112円

管理費のうち収益事業・その他事業に按分され
る額の控除

8 △ 円 △ 429,757円

調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄
)

9 0円 △ 233,645円 合計

うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産
への繰入額

10 円 円 0円

うち実物資産を繰入れる額　※ 11 円 円 0円

※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。

資産の名称 場所 面積、構造、物量等 事業番号
繰入れ後の資産の使途

（概要、使用面積、使用使途等） 帳簿価格

公 円

(２)　収益事業等の利益額の５０％を超えて公益目的事業財産へ繰入れる場合

収益事業
その他事業

（相互扶助等事業）

正
味
財
産
増
減
計
算
書

収益事業等の経常収益の総額 1 円 円

収益事業等の経常外収益の総額 2 円 円

収益事業等の収益総額(1欄＋2欄) 3 0円 0円

収益事業等の経常費用の総額 4 円 円

収益事業等の経常外費用の総額 5 円 円

収益事業等の費用総額(4欄＋5欄) 6 0円 0円

収益事業等当期利益額(3欄－6欄) 7 0円 0円

管理費のうち収益事業・その他事業に按分され
る額の控除

8 △ 円 △ 円

調整後の収益事業等の当期利益総額(7欄＋8欄
)

9 0円 0円 合計

うち、収益事業等の利益から公益目的事業財産
への繰入額

10 円 円 0円

うち実物資産を繰入れる額　※ 11 円 円 0円



※実物資産を繰入れる場合は、繰入れる資産について次の欄に記載してください。

資産の名称 場所 面積、構造、物量等 事業番号
繰入れ後の資産の使途

（概要、使用面積、使用使途等） 帳簿価格

公 円

公 円
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